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	閣議決定　
	近年、国内外の情勢変化のスピードが一層増す状況下において、我が国が豊かで活力ある国で在り続けるためには、不断の規制改革の取組を通じて、時代に適合した規制の在り方を模索し、実現していかなければならない。これにより国民生活の安定・向上及び経済活性化への貢献並びにそれらを通じた国の成長・発展を図ることは、内閣の重要課題の一つとなっている。
	この規制改革をより一層推進するため、規制改革を総合的に調査審議する内閣総理大臣の諮問機関である「規制改革推進会議」を平成28年９月に設置した。
	規制改革推進会議においては、行政手続コストの削減や分野ごとの規制改革に取り組み、平成29年５月23日に「規制改革推進に関する第１次答申」が提出されていたが、その後引き続き成長戦略の推進及び国民への多様な選択肢の提供につながる規制改革を中心に検討を行い、平成29年11月29日に「規制改革推進に関する第２次答申」が、平成30年６月４日に「規制改革推進に関する第３次答申」が内閣総理大臣に提出された。
	第２次答申及び第３次答申を踏まえ、対象となった規制や制度、その運用等については、直ちに改革に着手し、期限を定めて着実に実現を図っていくため、下記のとおり規制改革実施計画を定める。
	記
	I 共通的事項
	１． 本計画の目的
	２． 本計画の基本的性格
	３． 規制改革の推進に当たっての基本的考え方
	４． 改革の重点分野
	５． 規制改革ホットライン
	６． 規制所管府省の主体的な規制改革への取組（規制レビュー）
	７． 計画のフォローアップ

	本計画は、経済社会の構造改革を進める上で必要な規制の在り方の改革（情報通信技術の活用その他による手続の簡素化による規制の在り方の改革を含む。）を推進することを目的とする。
	上記の目的を達成するため、本計画においては、当面の改革事項として、「規制改革推進に関する第２次答申」及び「規制改革推進に関する第３次答申」により示された規制改革事項について、それぞれ期限を定めて取り組む事項として確定することにより、その着実な実施を図る。
	規制改革の意義としては、
	①経済環境の変化に適応したイノベーションを促す
	②新製品・新サービスを国民が享受できるようにし、選択肢を増やす
	③企業の創意工夫をかす環境整備を行い、生産性を高める
	④全ての人が能力を発揮できる社会が実現されるよう、多様な働き方や労働移動を支える仕組みを整える
	⑤地域経済活性化の阻害要因を取り除く
	等が挙げられる。
	しかし、長年にわたって解決の方向性を見いだせずにいる、いわゆる岩盤規制が存在していることも事実である。また、ＩＣＴを始めとした技術革新が急激に進む中で、より簡便で効果のあるルール作りに向けた改革は急務である。
	規制は、公権力によって国民や企業の経済活動等を制限する仕組みであり、その根拠は常に批判的に検証され、国民に対する十分な説明がなされなくてはならない。すなわち、
	「根拠に基づく政策立案（Evidence Based Policy Making）」が最も強く求められる政策分野である。このことを十分に踏まえつつ、規制改革を推進していく。
	本計画においては、「規制改革推進に関する第２次答申」及び「規制改革推進に関する第３次答申」を踏まえ、「行政手続コストの削減」、「農林」、「水産」、「保育・雇用」、「医療・介護」、「投資等」及び「その他重要課題」を改革の重点分野とする。
	広く国民・企業等から寄せられる規制改革要望（各種手続の簡素化等を含む。）については、内閣府に設置している「規制改革ホットライン」により常時受け付け、迅速に対応する。
	内閣府は、寄せられた要望について、関係府省に随時検討を要請し、その回答を取りまとめ、公表するとともに、規制改革推進会議に報告する。更に精査・検討を要するものについては、規制改革推進会議において、必要な精査・検討を行う。
	規制レビューは、規制改革実施計画（平成26年６月閣議決定）に基づいて構築されたものであり、規制所管府省が主体的・積極的に規制改革に取り組む仕組みとなっている。
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